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時効の中断及び訴訟手続の中止に関する参照条文 

 

 

○裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（平成１６年法律第１５１号） 

 

   第三章 認証紛争解決手続の利用に係る特例 

（時効の中断） 

第二十五条 認証紛争解決手続によっては紛争の当事者間に和解が成立する見込みがないこと

を理由に手続実施者が当該認証紛争解決手続を終了した場合において、当該認証紛争解決手

続の実施の依頼をした当該紛争の当事者がその旨の通知を受けた日から一月以内に当該認証

紛争解決手続の目的となった請求について訴えを提起したときは、時効の中断に関しては、

当該認証紛争解決手続における請求の時に、訴えの提起があったものとみなす。 

２及び３ （略） 

（訴訟手続の中止） 

第二十六条 紛争の当事者が和解をすることができる民事上の紛争について当該紛争の当事者

間に訴訟が係属する場合において、次の各号のいずれかに掲げる事由があり、かつ、当該紛

争の当事者の共同の申立てがあるときは、受訴裁判所は、四月以内の期間を定めて訴訟手続

を中止する旨の決定をすることができる。 

一 当該紛争について、当該紛争の当事者間において認証紛争解決手続が実施されているこ

と。 

二 前号に規定する場合のほか、当該紛争の当事者間に認証紛争解決手続によって当該紛争

の解決を図る旨の合意があること。 

２及び３ （略） 

 

 

○建設業法（昭和２４年法律第１００号） 

（時効の中断） 

第二十五条の十六 前条第一項の規定によりあつせん又は調停が打ち切られた場合において、当

該あつせん又は調停の申請をした者が同条第二項の通知を受けた日から一月以内にあつせん

又は調停の目的となつた請求について訴えを提起したときは、時効の中断に関しては、あつ

せん又は調停の申請の時に、訴えの提起があつたものとみなす。  

 （訴訟手続の中止） 

第二十五条の十七 紛争について当事者間に訴訟が係属する場合において、次の各号のいずれか

に掲げる事由があり、かつ、当事者の共同の申立てがあるときは、受訴裁判所は、四月以内

の期間を定めて訴訟手続を中止する旨の決定をすることができる。 

一 当該紛争について、当事者間において審査会によるあつせん又は調停が実施されている

こと。 

二 前号に規定する場合のほか、当事者間に審査会によるあつせん又は調停によつて当該紛

争の解決を図る旨の合意があること。 

２及び３ （略） 
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